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インフラ分野における衛星活用リモセン技術の
社会実装に向けた検討状況

（気候変動適応への対応を念頭に）
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１．「流域治水」等の社会課題への対応
の方向性について



国土交通省

国総研１．「流域治水」の加速化・深化
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国土交通省HP 令和7年度 水管理・国土保全局概算要求概要（R6.8）
https://www.mlit.go.jp/page/content/001768051.pdf P3から抜粋・加筆



国土交通省

国総研１．防災・減災分野におけるＤＸの推進
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国土交通省HP 令和7年度 水管理・国土保全局概算要求概要（R6.8）
https://www.mlit.go.jp/page/content/001768051.pdf P64から抜粋・加筆



国土交通省

国総研１．リモートセンシング衛星データ利用の方向性
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内閣府宇宙開発戦略推進事務局HP 第３回衛星リモートセンシングデータ利用タスクフォース大臣会合（R6.3）資料2-1
https://www8.cao.go.jp/space/taskforce/rs/dai3/siryou2_1.pdf P１から抜粋・加筆



国土交通省

国総研１．人工衛星の種類（軌道別）
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国土交通省 水管理・国土保全局HP 災害時の人工衛星活用ガイドブック 水害版・衛星基礎編
https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/jinkoueisei/guidebook_kiso_r509.pdf P2から抜粋



国土交通省

国総研１．光学センサとレーダーセンサ
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国土交通省 水管理・国土保全局HP 災害時の人工衛星活用ガイドブック 水害版・衛星基礎編
https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/jinkoueisei/guidebook_kiso_r509.pdf P6から抜粋



国土交通省

国総研１．衛星ＳＡＲ画像の浸水対応への活用の流れ
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国土交通省 水管理・国土保全局HP 災害時の人工衛星活用ガイドブック 水害版・浸水編
https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/jinkoueisei/guidebook_suigai_r509.pdf P3から抜粋
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国総研１．国産民間小型衛星の登場
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出典：宇宙開発戦略推進事務局 作成
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２．BRIDGE予算を活用した研究について
（研究開発とSociety 5.0との橋渡しプログラム）

住宅・社会資本分野における人工衛星等を活用した
リモートセンシング技術の社会実装



【ねらい】 BRIDGE（衛星）によって社会実装を目指す技術開発
～関係機関の活動を支えるインフラ復旧の迅速化への更なる活用拡大～

・国土交通省は、「状況把握」後、所管インフラの「応急復旧フェーズ」に移行し、
道路啓開・応急復旧、河川・海岸堤防等の応急復旧・被害拡大防止等に全力で当たる。
・これは、「救命・救助フェーズ」に入る消防・警察・自衛隊等の関係機関の迅速な部隊展開
及び安全な活動を支える不可欠な活動である。

・今回要求する「BRIDGE（衛星）」は、
この国交省の「応急復旧フェーズ」を小型SAR衛星データ等を活用し、一気に迅速化・的確化
する為の技術開発である。
・混乱しがちな災害状況下でも、道路・河川等の施設管理者（国・県等）や民間業者の活動を
可能とする技術基準案・標準仕様案の検討までを行うものであり、
これは、関係機関の活動も含めた全体の災害対応力向上・迅速化に必須の内容である。

災
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衛
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活
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害
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況

の
把
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SIPⅡ期
SIPⅢ期

救命・救助フェーズ
・消防、警察、自衛隊、D-MAT
通信事業者、輸送業者・・・

応急復旧フェーズ（国・県等 施設管理者など）
・道路啓開・応急復旧
・河川・海岸堤防等の応急復旧
・被害拡大防止（ダム、建築、広域火災 等）

BRIDGE
（衛星）

救命・救助を支える
インフラ復旧の迅速化
全体の迅速化に繋がる
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【実施概要】 BRIDGE（衛星）の研究開発内容

・国総研は、全国のインフラ管理現場で用いる新技術開発・基準作成を主な任務としており、
以下の３つの目標の達成に向けて、研究開発を実施。

１）被災状況（インフラ・市街地・建築物）の把握手法の開発
 「応急復旧フェーズ」に必須な、被災状況の把握手法を開発する。

・道路について、管理施設（橋梁、のり面等）の被害把握（応急復旧向け）
・河川について、管理施設（堤防、ダム等）の被害把握（応急復旧向け）
・河川内の水面形状を把握し、連続的な河川水位を把握
（ダム・水文等の操作で被害拡大を防ぐために必要）
※H28年熊本地震においては、阿蘇大橋の落橋把握は、発災から６時間後

２）小型SAR衛星コンステレーションへの適応技術等の開発
既に国内基幹衛星・海外衛星で開発した手法について、民間・国産
の小型SAR衛星コンステレーション等への適応、精度向上を目指す。
・ダム（ロックフィル）・周辺地盤の変位把握
・海岸線（砂浜海岸等）の変位把握
・建築物の変位把握・広域火災の状況把握

３）現場実務に直結する「技術基準」・「標準仕様」への反映
上記の技術開発に加え、
現場で使用可能な「技術基準案」「標準仕様案」を作成することで、
国・県を中心とした施設管理者のルーチンに衛星データ活用を組み込み、
災害後に着実に実施できる体制を構築するものである。 12



【テーマ①】河川分野（河道及び河川管理施設）［Ｒ５実績］

【研究成果及び達成状況】

 光学・SAR衛星画像の解像度が河川管理施設における変状の抽出可能
スケールに与える影響について確認

 光学衛星データを活用した河川堤防の変状抽出に必要な解像度と
変状抽出可能スケールを調査

 SAR衛星データでの抽出の可能性について検討するとともに河川管
理においてSAR衛星データと光学衛星データとの優位性について比
較検討

 衛星データを活用した変状自動抽出の試行を行い、抽出可能な変
状種別を整理

 光学及びSAR衛星データを活用した河川管理施設の変状自動抽
出を試行

 光学衛星データ、SAR衛星データそれぞれで抽出可能な変状種
別を整理

 変状自動抽出の精度向上にむけた検討

図-3 変状自動抽出モデルの簡易図

図-4 変状自動抽出精度向上の検討

【出口戦略・研究成果の波及】

複数の衛星データを組み合わせて大規模な河川管理施設の
損傷を概略把握できるシステムについてFSを実施

⇒システムの基本構造を設計

⇒システムの運用方法と河川管理者の大規模災害時の業務

フロー改善案を作成

⇒システムの構築・運用に関する概略設計書を作成

今後、光学・SAR衛星コンステレーションが活用可能となると、

・大規模な地震・津波災害や洪水が発生した場合の応急復旧戦略を
検討する上で不可欠な早期の被害概要を把握するシステムとして
構築することを検討

・システムが導入された場合、災害後の点検について定めた技術基
準類（「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領」等）を
改訂

抜け上がり法崩れ 縦断亀裂 侵食・洗堀（決壊）

図-2 抽出可能な変状（光学）

図-1 抽出対象とした変状の例
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※このような成果を見込んでいたが、堤防の変状が確認できる衛星画像が少なく、十分な定量的検討はできていない。



【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

水際の位置を検知

SAR画像 SAR画像から水際の位置を検知

水際の検知位置と地形データを照合し、
水位を推定

水際の検知位置

水面下を含めた詳細な河道内の
地形データ

 ALOS-2のSAR衛星画像を用いて、河川水位を推定する
手法の基本的な性能を実証

 河川水位を上下流連続的に把握する観点から、水際
の位置を正確に検知するために、SAR画像の前処理
として、SAR画像の位置決定誤差を河川縦断的に高
精度に補正する手法を開発し、基本的な性能を実証

 SAR画像の反射強度が水面と地面で特性が異なるこ
とを利用し、反射強度の差分から河川水位を推定す
る手法（手法１）の基本的な性能を実証

 SAR画像の位相情報が平常時と出水時で特性が異な
ることを利用し、干渉解析から河川水位を推定する
手法（手法２）の基本的な性能を実証

 ALOS-2のSAR衛星画像を用いた河川水位の推定精度と
撮像条件等の関係について整理

 上記2種類の方法の推定精度について、SAR画像の
撮像条件（オフナディア角等）、河川形状等の条件
（蛇行、水面幅（出水規模）等）の関係を整理

 衛星で推定した河川水位を水位予測へ活用するための
手引き（案）の項目を整理

 衛星で推定した河川水位を水位予測へ活用す
るための手引き
⇒河川管理者が洪水予報の発令等を判断する
ために行う河川水位予測の高精度化に活用

 「河川砂防技術基準調査編」へ反映
⇒新たな河川水位の測定方法として規定する

衛星による連続的な河川水位から把握される
洪水の特性を反映し、河川水位予測モデルを
高度化することで、洪水の予測精度が向上し、

・住民の避難の迅速化
・河川管理施設の操作の最適化

が実現し、洪水による被害の軽減に繋げる

今後、小型SAR衛星コンステレーションが
活用可能となると、

河川水位予測モデルの同化データとして、
衛星による連続的な河川水位を逐次反映す
ることが可能となり、洪水の予測精度のさ
らなる向上が期待される。
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【テーマ②】河川管理分野［Ｒ５実績］



【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

 光学衛星画像の地上分解能が海岸線の判読結果に与える影響を考
慮したモニタリング手法を開発

 海岸管理者が活用可能な光学衛星画像を想定した、５種類の
地上分解能の衛星画像からの海岸線の判読を試行

 侵食・堆積の傾向を見誤ることなくモニタリングできる地上
分解能を、海岸線変化の程度、海浜勾配（底質粒径）、潮位変
動幅の違いも考慮して整理（図-１）

 光学衛星画像の海岸周辺の位置精度を高めるオルソ幾何補正手法
を開発
 岩礁の変状をモニタリングする場合、ドローン・レーザー測
量によって作成した数値標高モデルを用いたオルソ幾何補正が
有効（表-１）

図-２ 海岸分野における衛星画像の使い分け

 衛星利活用手引き書の項目案を整理
 利用目的に応じた衛星画像の選定の考え方を提示（図-２）

表-１ オルソ幾何補正の条件設定と位置精度
（渡邊・加藤、 2023） ※GCP:地上基準点

宮崎海岸

図-１ 検討対象海岸

石川海岸

富士海岸

仙台湾南部海岸

 衛星画像を用いて海岸の変化をモニタリングするための手引き

⇒光学衛星：中長期的な海岸線変化の傾向把握に活用

⇒SAR衛星：災害時の急激な海岸線変化や海岸保全施設等の被災状況の
把握に活用

 「河川砂防技術基準調査編」へ反映、英文マニュアルの作成

⇒新たな海岸および海岸保全施設のモニタリング方法として規定する

•海岸侵食の兆候を早期に察知す
ることで、侵食の深刻化前に対
策を講じることが可能になる

•海岸の被災状況を早期に把握可
能となることで、被災箇所に対
する応急対策が迅速化する

•海外への技術展開により、国産
衛星による取得データのマー
ケット拡大が期待される

今後小型SAR衛星コンステレー
ションが活用可能となると、

•海岸線変化：高波浪時の短期
変動が把握され、砂浜の管理
断面の設定精度が向上

•被災状況把握：海岸堤防の破
堤箇所を早期把握でき、海岸
周辺における救助活動の実施
判断にも寄与 15

【テーマ③】海岸分野［Ｒ５実績］



16

海岸分野 参考資料

16
国土交通省水管理・国土保全局HPより抜粋
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/pdf/04.pdf



【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

 ダムの変位計測の精度向上を可能とするリフレクターを開発
 XバンドSAR衛星によるダムの安全管理上必要な精度での
計測を可能とするためにリフレクターが満たすべき要件
を整理

 ダムの計測に適した大きさ、素材、電波入射角の冗長性
について検討（表-1）

 今後の小型SAR衛星コンステレーションの複数衛星軌道、
複数衛星からの観測を考慮してリフレクターを設計

 電波入射角の冗長性に優れる三角三面リフレクターと円
形型柵リフレクターを作成、ロックフィルダムに設置
（図-1）

 XバンドSAR衛星データを用いたダム及び貯水池周辺斜面の変位計測手法を開発
 小型SAR衛星と同様の波長帯であるXバンドSAR衛星（COSMO-
SkyMed）のデータを用いて、ダム堤体や貯水池周辺斜面のPSInSAR解
析や、強度差分SAR画像解析を実施

 Xバンドによるダム堤体の変位及び変位が発生した範囲の把握が可
能であることを確認

 衛星SARによるリフレクターの形状評価（反射強度の安定性、位相
の安定性）を実施（図-1）し、リフレクターの活用が可能であるこ
とを確認

 ダムの安全管理への活用の手引きの基礎資料を作成
 リフレクターの設置、XバンドSAR衛星（COSMO-SkyMed）の解析結果
を踏まえて、留意点の整理

 小型SAR衛星コンステレーションへの適用も考慮し、衛星事業者
（QPS研究所、Synspective）へのヒアリングを実施

 解析やヒアリング結果を踏まえて活用の手引きの基礎資料を作成

表-1 リフレクター形状の検討

図-1 リフレクター設置個所および検討項目

検討①：全リフレクターの強度安定性
の検討

検討②：T3を規準としたS1、S2、S3の
位相安定性検討

検討③：T1を規準としたT2（標高差な
し）、T3（標高差あり）あり
および、S1、S2、S3の位相安
定性検討

 ダム管理者向け活用の手引や標準仕様案
⇒ダム管理者が安全管理のための変位計測において活用.
⇒標準仕様等により必要な要件を明確にすることで、ダム
におけるSAR衛星を活用した変位計測に関する民間開発
を促す.

 「河川砂防技術基準 維持管理編（ダム編）」等に反映
⇒ダム堤体及び貯水池周辺斜面の、安全管理のための新た
な計測方法の一つとして規定する.

「面」的な変位分布の計測
が重要となるフィルダムに
おいて、SAR衛星を活用する
ことで、より正確なダム状
況の把握、ダム現地に行く
ことなく計測を実施するこ
とが可能となる。

今後、小型SAR衛星コンステレーションが活
用可能となると、

• 計測頻度の向上
⇒大規模地震発生後のダムの臨時点検の報
告において、より迅速な対応が可能となる.

• 計測範囲の拡大
⇒複数の衛星軌道による計測が可能となり、
これまで計測できなかった範囲の状況把
握が可能となる. 17

【テーマ④】ダム分野［Ｒ５実績］



国土交通省
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ダム分野 参考資料

18大規模河川構造物研究室 作成資料

ダム貯水池の周辺斜面の地すべり監視・ダム堤体変位監視

衛星SARデータの活用により、ダム貯水池斜面の地すべりやダム堤体変位の監視において、衛星データを活用
することにより、状態把握業務の効率化・高度化を図る。

地すべり監視
堤体監視

■衛星データを活用したダム堤体変位の監視（緑川ダム（九州地方整備局））

紫：沈下

地震後は測量が困難な場
合がある。

衛星データ
活用

熊本地震後、衛星データを活用す
ることで、地震による沈下の有無、
沈下量の推定が可能。

・ロックフィルダムの堤体盛立後の沈
下の監視を研究的に実施（大保ダ
ム（内閣府沖縄総合事務局、胆沢
ダム（東北地整）など）

衛星データ
活用

青：沈下
赤：隆起

×

衛星データから推定された変動範囲の境界付
近において見つけにくかった変状を確認。

■衛星データを活用した大規模で変動のある地すべりの把握（忠別ダム（北海道開発局））

外見で変状が確認されているが、変動して
いる範囲を正確に把握することが困難な場
合がある。

センサー計測等と組み合わせて地すべりの状
態を俯瞰的に把握。

写真①
写真①

SAR衛星



•衛星を用いた新たな道路被災状況調査手法として、道路震災対策便覧
等に反映し活用を促進する.

•現状見ることのできない道路沿線の高所や道路閉塞箇所の先の状況に
ついても、衛星データを用いることにより、広域的かつ迅速に把握することで、
迅速な初動対応が可能となり、早期復旧・二次災害の防止の実現に繋
がるものと期待される.

•最終目標である衛星データ活用のための標準仕様書案を作成し、撮影か
ら成果品作成までの一連のプロセスを明らかにすることで、民間企業におけ
る衛星データ活用のためのシステム開発や技術力の向上を促す効果が期
待される.

•道路被災事象や模擬事象をALOS-2や日本で進められている
小型SAR衛星コンステレーションと同スペックの米国の小型SAR
衛星（Capella衛星）を用いて観測することにより、抽出可能
な道路被災事象や規模等を衛星種類毎に明確化

•各道路被災事象（路面段差、路上障害物、斜面崩壊等）
を抽出する際に用いることが可能となる解析手法等を整理

【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

※標準仕様書の一部を検討

今後、小型SAR衛星コンステレーションが活
用可能となると、

•小型SAR衛星の活用により、高分解能な
xバンド衛星での撮影が実現し、衛星では
今まで捉えられなかった中小規模の道路被
災事象も捉えられるようになることが期待さ
れる．

•衛星コンステレーションの実現により、観測
頻度が向上し、より迅速な状況把握が可
能となることが期待される．
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【テーマ⑤】道路分野［Ｒ５実績］



国土交通省

国総研道路分野 参考資料

20内閣府宇宙開発戦略推進事務局HP 第３回衛星リモートセンシングデータ利用タスクフォース大臣会合（R6.3）資料1-3
https://www8.cao.go.jp/space/taskforce/rs/dai3/siryou1_3_1.pdf 国土交通省資料P7から抜粋



・地震時に観測される衛星測位データに基づく建築物の被災判
定のための計算方法を構築。

計画されていた以下の研究開発について、着実に進捗。

地震計

集録
装置

受信機

アンテナ

測位衛星

平時 地震時

建物の水平変位直接計測

【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

・本年度の成果については、２年目に行う構造体の被災判定システムの構築等に反映させる。

・開発したシステムを国土交通省が保有する建築物へ活用する方法等を示すことにより、官公庁建築物への実装を促す。これによ
り、デベロッパ、システム開発会社への認知度を向上し、利用者の安心につながる設備投資を誘発することを目指す。

・衛星測位データの信頼性の柱となる、受信機特性に対応した改
ざん防止技術を開発。

受信機

衛星データの改ざんのイメージ
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【テーマ⑥】建築構造・設備分野［Ｒ５実績］
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【テーマ⑦】市街地・建築分野［Ｒ５実績］

【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

観測衛星を活用した市街地被害解析ガイ
ドライン案を策定
⇒解析品質の確保が容易となり，さらに実用性の
高い解析プロダクトの作成に寄与
⇒地方の拠点大学や研究機関との協同により，解
析環境の多重化や地域密着型への移行に際して，
統一した運用マニュアルとして参照

・地震による市街地被害
情報を必要としている
行政機関やインフラ企
業等に広く普及

⇒（例）地震被災後の建
築制限の根拠としての
活用等

対応衛星の追加によるさらなる適応性の向上

地理空間データの最新化技術の確立による解析精度の向上

 SIP2期では，ALOS-2，Sentinel-1，Worldview等の衛星に対応できているが，社会実装
においては，観測頻度を上げるために必要な要素技術の開発を継続することが不可欠

【今年度の取組と成果】

 観測頻度の向上を目指すために，対象とする観測衛星の追加に際して必要となる，観
測予定情報の一元管理の仕組みを構築．また，中分解能程度の衛星データの市街地解
析への応用を目指した実証分析を実施．

 追加する衛星のデータ入力機能（インポーター）の基本設計と試作に着手し，年度内
には概成できる見込み． これらにより，

次年度の研究開発や試験運用
に向けた基礎となる知見や要
素技術がそろった． SIP2期で構築した解析システムでは，衛星データを処理した画像から，建物部分だけ

を抽出する処理を行っているが，その建物データが古いと，現実との乖離があり，解
析精度が低下する傾向が見られた．これを解決する簡易的な技術を確立．

【今年度の取組と成果】

 観測衛星データの解析結果から建物部分だけを抽出する際に用いる建物データの簡易
的な最新化技術の開発に着手．年度内にはプロトタイプが概成．

目標達成

目標達成

目標達成

さらに次年度を先取りする取組として，
（仮称）衛星による市街地解析ガイドライ
ン（案）策定に向けた検討会の設置準備を
開始．年度内には人選を完了させ，次年度
早々に1回目の検討会を開催すべく準備中

ガイドライン案は、小型SAR衛星が普及した
際にも一部参照可能

今後さらに、小型SAR衛星データに対応した
被害解析システムのチューニングをするこ
とにより，さらに迅速な市街地被害情報の
提供が可能となる．

小型SAR衛星コンステレーションが活用可能
となると、

衛星SAR画像 可視光衛星画像

地震時の市街地の被害分布を可視化するシステム

組合せ

広域的な被害
区分の出力が

可能



【研究成果及び達成状況】

R5目標:衛星画像等に基づき広域火災の発生及び延焼リスクを検出・予測する技術の開発（BRL:4 TRL:4）

①検出技術の確立
・赤外衛星画像の解析
技術の確立
・SAR解析技術の実証
②リスク予測技術の開発

③利用者のニーズ把握
・自治体との意見交換
・有用性の実証

消火・警戒活動、避難誘導の効率化、高度化

１．最終目標
自治体の消防部局や防災担当部局に対して、大規模火災発生時に
リアルタイムの火災リスク情報を提供するシステムの開発
２．今年度の目標
① 衛星画像による火災の検出技術の確立
② 火災リスク予測技術のプロトタイプを開発。
③ 利用者のニーズの把握と有用性の実証（衛星による火災リスク情
報プロダクトの業務上の必要スペックについて自治体と意見交換）

３．今年度の達成状況
計画されていた以下の内容について、着実に進捗。
① 野焼きによる模擬火災を通じた技術の実証（R6.3.2）
② 過去の火災被害データからリスク予測モデルのプロトタイプを開発
③ 自治体との意見交換（東京消防庁、横浜市、岩手町ほか）

Ｒ
５
度

模擬火災を衛星観測（イメージ） 市町村との意見交換（イメージ）

広域火災リスクモニタリングシステム開発 災害対応のための業務上
の必要スペックの定義SAR衛星解析

技術に基づく
高解像化の
実証

・赤外画像解析技術
の運用実証

・リスク予測との融合
(TRL : 6)

Ｒ
６
度

インターフェイス、アウトプット
のスペック定義 (BRL : 5)

時
空
間
の
高
解
像
化

【出口戦略・研究成果の波及】

・本技術開発の成果で、市町村は広域火災時に科学的根拠に基づき、市民の避難誘導が可能となり、多くの
人命救助が実現。
・ 防災支援システムにかかる市町村の関心が高まることで、関連製品にかかる民間投資を誘発。
・ 今後小型SAR衛星のコンステレーションが実現することにより、本技術開発によるSAR衛星成果を基礎として、
一層の実用化に向けた技術開発・実証研究が可能となる。 延焼予測に基づく避難誘導（イメージ）

赤外観測

【テーマ⑧ 市街地火災分野における衛星データの活用】

23

【テーマ⑧】市街地火災分野［Ｒ５実績］

SAR観測

(c)JAXA

(c)JAXA



火災リスク評価システム
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火災リスク可視化システム

クラウド (ArcGIS Online)

衛星火災画像解析システム

クラウド (AWS)

火災リスク評価データベース広域火災延焼
シミュレーションシステム

建物データ

基礎情報

道路データ

植生データ

地形データ気象データ
風向・風速、
湿度、気温、等

土地被覆、
植生（活性度）、
土壌水分量、等

ユーザ

オンプレミス
火災
検出

延焼
予測

火災
リスク

火災
検出

火災
検出

各種
データ

地震時等

平時・地震時
火災時等

UX新潟テレビ21

（準）リアルタイム情報

【テーマ⑧】広域火災リスクモニタリングシステム全体構成

防災科研SIP4D 等

クラウド

ユーザ

画像:地理院タイル

画像:地理院タイル


